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１．はじめに

　「北海道」という名称は北海道以外の地域で大きなブランド力を持っている。それなら

ば北海道が算出する財・サービスは日本やアジア各地で需要され，北海道経済は「外貨」

を稼いで潤うはずである。ところが，北海道経済の域際収支をみてみると，農産物などの

一部産業を除いて大幅な移入超過が続いている。このような域際収支の赤字は中央政府か

らの財政移転で相殺されており 1，官依存型の経済の要因ともなっている。

　北海道は本州と陸続きでなく，道内から財・サービスを移出するもしくは移入する際の

輸送コストは高額とならざるを得ない。実際，道内で安く売られている食材が，道外では

驚くような価格がつけられて販売されている状況を目にする機会も多い。高額な輸送コス

トをかけても北海道から売り出せる財・サービスはどのようなものがあるのだろうか。

　本稿では，まず北海道が道外とどのような交易を行っているかを産業別に把握する。そ

のうえで，今後の北海道経済の活性化を考える際に，域外との交易・交流を増加させるた

めに有効なサービス産業の移出事例を紹介する。

２．一国経済における「輸出入」と地域経済における「移出入」

　地域経済における貯蓄投資バランスの枠組みは以下のように表せる。県民総支出を E，

消費を C，投資を I，移輸出を Ex，移輸入を Im，県外からの要素所得（純）NIとすれば，

県民総支出 Eはその定義より，

　　　　　　　　　　　　E ＝ C ＋ I ＋ Ex － Im ＋ NI ・・（1）

となる。一方，県民総所得 Yは，貯蓄を S，県外からのその他の経常移転（純）を NT 

とすると，

1　　域際収支の赤字は中央政府から道内への地方交付税，国庫支出金などで補てんされている。
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　　　　　　　　　　　　　　Y ＝ C ＋ S － NT ・・（2）

と表される。ここで，県民総支出 Y と県民総所得 E は等しいことから，

　　　　　　　　　　　　C ＋ I ＋ Ex － Im ＋ NI ＝ C ＋ S － NT

　　　　　　　　　　　S － I ＝ （Ex － Im） ＋ （NI ＋ NT） ・・（3）

という恒等式が事後的に成立する。この（3）式が貯蓄投資バランス式であり，左辺の貯

蓄投資差額（S－ I）は右辺の経常県外収支［（Ex－ Im）＋ NI＋ NT］と等しくなる。

また（Ex － Im）は域際収支を示す。

　ただし，移出，移入は，一国経済における輸出，輸入の概念に対応し，ここでは移出＋

輸出＝移輸出，移入＋輸入＝移輸入とする。

　本章では，地域経済における交易関係のうち域際収支に着目する。北海道と東北，北海

道と九州といった国内における地域同士の交易は，国同士の交易よりも活発に行われてい

る。山田・徳岡（2007）によると，地域経済は一国経済よりも関税・通関などの貿易障壁が

少ないためである。また，通貨も共通であり，法律や文化，商習慣も一国経済同士のそれ

より小さい。貿易障壁の多い国外との貿易と，貿易障壁の少ない地域外との交易では，後

者が活発化するのも当然である。地域経済は一国経済よりも交易に関して開放的と言える。

　１．でみた定義に基き，GDPおよび GRPの状況を見てみると，交易（移輸出）の割合

が一国経済では 13.5％を占めるが，地域経済では 44.0％まで増加する 2（図表 1）。地域経

済は一国経済よりも域外との交易に依存していることが分かる 3。なお，北海道は交易の

割合が 22.4％であり，相対的に交易に頼らない独立色の強い地域経済となっている。

2　　日本は輸出のみの値，47 県平均および北海道の値は移出と輸出の合計値。
3　　東日本大震災の際に，交通網が遮断されて東北地域で生産されている部財が他地域へ運べなくなり，
震災で直接被害を受けた地域以外への生産に与える影響が大きかったことはその一例と言える。
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図表 1　日本，地域，北海道の域外取引の状況

出所：内閣府「国民経済計算」，「県民経済計算」より作成。
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　では，各地域は域外の地域とどのようなモノ・サービスのやり取りを行っているのだろ

うか。北海道は東北や関東，九州から何を買い，何を売っているのだろうか。産業別の財・

サービスの移動を把握するために，ここでは産業連関表を利用する。

　各産業が他の産業の生産にどの程度関わったかを，5年おきに表の形でまとめたものが

産業連関表である。産業連関表には，他地域との取引が産業ごとかつ地域ごとに明示され

ている 9地域間産業連関表が経済産業省より公表されており，それを利用すれば，北海道

がどの地域とどのようなモノやサービスを移出・移入しているかを把握できる。9地域間

産業連関表は日本を北海道から沖縄までの 9地域ブロックに分割し，そのブロック間の移

出・移入のやり取りを示している。さらに地域ブロックごとに産業別の動向をみることが

でき，どの地域のどの産業が，どこの地域のどの産業から材料を購入したかが分かる。同

じく，どの地域のどの産業が，どこの地域のどの産業へ製品を販売したかも分かる。

　図表 2は北海道で生産された財・サービスの移出先をまとめたものである。行（横方向）

にみると，その産業で生産された財が北海道以外でどの地域のどの産業に販売（＝移出）

されたのかが示されている。9地域間産業連関表によれば，北海道産の農林水産業の生産

物は東北へ 753 億円移出されており，道内からの移出の 10.3％を占めている。12 産業の

うちの多くの移出先は関東地域である。なお，機械産業に関しては海外への移出が他産業

に比較して多く，移出総額の 15.5％を占めている。また，移出額として多い産業は飲食料

品の 1兆 2892 億円，商業・運輸の 2兆 6481 億円などである。

図表 2　北海道産の財・サービスの移出先（単位：百万円）

（出所）経済産業省「平成 17 年 9 地域間産業連関表」
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　図表 3は北海道が財・サービスを生産するための中間財の移入先をまとめたものである。

列（縦方向）にみると，その産業で生産された財が北海道外のどの地域のどの産業から投

を受けた（＝移入）のかが示されている。9地域間産業連関表によれば，北海道産の農林

水産業が生産を行うために東北から 293 億円移入しており，道内の農林水産業の移入の

8.4％を占めている。国内における移入先の割合で多いのは関東地域であるが，鉱業，製

造業中心に海外からの輸入が最大である。なお，金融・保険・不動産，情報通信産業に関

しては関東地域からの移入がそれぞれ 75.5％と他産業に比較して多い。また，移入額の多

い産業はサービスの 1兆 8557 億円，その他の製造業の 9415 億円などである。

　図表 4は 9地域の移出と移入から域際収支を求めたものである。プラスである産業もし

くは地域は域際収支が黒字，マイナスである産業もしくは地域は域際収支が赤字になって

いる。北海道をみてみると，農林水産業，鉱業，飲食料品，商業・運輸は黒字であるが，

金属，機械，その他の製造業，建設，公益事業，サービスその他は赤字であり，全産業で

は１兆 3349 億円の赤字である。全産業で黒字になっている地域は関東，近畿，中国のみ

である。この 3地域は農林水産業や鉱業は赤字であるが，それを製造業もしくは第三次産

業の黒字で相殺している。

　北海道は広大な土地で生産された農林水産物とそれを加工した飲食料品，および道外か

らの来訪客が利用する輸送機関や商業部門では移出超過であるが，それ以外の部門は道内

需要を満たすだけの産出ができずに道外からそれらを移入している状態であることが分か

る。北海道の農林水産業だけでは，道内の製造業や第三次産業の需要を満たすまでには至っ

ていないのである。

図表 3　北海道産の財・サービスの移入先（単位：百万円）

（出所）経済産業省「平成 17 年 9 地域間産業連関表」
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３．三次産業の移出

　一般に交易というと，自動車や電化製品などかたちのあるモノをやり取りするイメージ

が強い。実際，こういったモノは在庫を持つことが可能であり，輸送機関で他の地域へ移

出（輸出）しやすいため，かつては大量生産で外貨を稼ぐために適した産業であった。し

かし，他の地域へ移出（輸出）できる産業は，製造業や農林水産業などが産出するモノに

限定されない。サービスというかたちのない財を他地域の人々に売る，もしくは買うとい

う概念も考えられる。

　例えば，札幌雪まつりには毎年道外からも多くの観光客が訪れるが，彼らは北海道で雪

まつりというサービスを消費する。また，飲食費や宿泊費，交通費など関連消費を行う。

これらは，北海道が道外に対して各種サービスを移出したと考えられる。北海道の域際収

支にとってはプラス要因であり，他地域で生みだされた GRPの一部が北海道へ流入して

いることになる。サービス業は製造業と異なり在庫を持つことが難しく，それが提供され

る場に行かないと消費ができないという限界があるが，逆にその場に行かないと体験でき

ないという限定性を持つとも言える。移入に関しても同様のことが言える。北海道の人々

が，東京ディズニーランドへ遊びに行くのは，北海道が関東からディズニーランドという

サービスを移入していることになる。これは北海道の域際収支にとってはマイナス要因で

あり，北海道で生みだされた GRPの一部が関東へ流出していることになる。

　本州では地域ブロックや県が隣接していることもあり，第三次産業の交易は北海道より

は盛んに行われている。一例として原子力発電所を持つ県が，大都市圏を構える地域へ電

力を移出している（大都市圏は電力を移入している）実態は，その交易額も大きく，産業

連間表上でとらえやすくなっている。

　このように，かたちのないサービスであっても域外に移出することは可能である。特に

移出を考えると，輸送コストの高い北海道において他地域と同質の財を生産しても価格競

争で不利である。したがって，独自性の出やすいサービス産業の移出が期待できる分野に

図表 4　各地域の財・サービスの域際収支（単位：百万円）

（出所）経済産業省「平成 17 年 9 地域間産業連関表」
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注力していくことが必要だ。今回は北海道における医療ツーリズムとワイナリーの動きを

あげてみたい。

　医療ツーリズムとは，海外などからの観光客が医療施設で健康診断や医療サービスを受

け，その後に現地での観光を楽しむ旅行形態である。通常の観光だけでなく，付加価値の

高い医療サービスを組み合わせることで客単価を上げられることが期待されている。北海

道の拠点都市では将来的に医療施設が飽和することが予想されており，道外から患者を呼

び込むことを重視する必要がある。

　この分野で先行しているのは帯広市の北斗病院である。特にがん検診を格安料金で実施

することで，関東などの都心部や中国の沿岸部などからも患者が来院している。低価格の

理由は医療機器の償却分を順次価格に反映させているためである。検診そのものは他施設

よりも格安でありながら，その付帯施設は決してチープではない。むしろ，富裕層を対象

としたサービスとして通常の病院らしくない高級感あるものとなっている（図表 5）。体

験者のインタビューからは，交通費をかけて道外から来院しても検診そのものはリーズナ

ブルであり，終了後に道内旅行ができることを考慮すれば，満足度は高いとの感想が得ら

れた。実際に、医療ツーリズム先進国として知られるタイや韓国はこのような取り組みで

先行している。また，2013 年夏よりウラジオストクに検診施設を設けて現地患者の医療

データを送付させて北斗病院で画像診断を行い，治療が必要な場合は患者の来院をうなが

すサービスも開始している。前者は検診を受診する患者が道外から来るタイプの移出，後

者は検診サービスと関連の医療機器そのものを移出（輸出）していることになる。このよ

うに医療というサービスを求めて，患者が移動するのである。

　北海道，特に札幌圏は人口規模に比して医療施設が多く，道内需要のみに依存していて

は持続可能性が乏しい。今後道外，国外からの患者を受け入れることは医療産業にとって

必要となる。その際には公的保険の適用外となる医療サービスを部分的に提供することか

ら，混合診療の導入など，地域経済レベルでは解決できない問題へも対応せざるを得ない

であろう。
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　もうひとつのサービス産業の移出事例として，ワイナリーをあげる。北海道には岩見沢，

千歳，長沼，十勝，函館など多くのワイナリーの集積が見られるが，かつては甘みの強い

土産物用のワインが多くを占めていた。しかし，この 1～ 2年で味のレベルも相当上昇し，

道外からの観光客を引きつけている。中でも，札幌近郊の余市町には日本酒製造メーカー

の日本清酒系の余市ワイナリー，ドメーヌ・タカヒコと 2軒のワイナリーが立地し，2013 

年には新たに Occigabiが，さらにまだワイナリーのオープンが予定されているという。

　近年，第一次産業に第二次産業（食品製造業）および第三次産業（小売，飲食業など）

を組み合わせて付加価値を高める戦略がある。１＋２＋３＝６となることから，六次産業

と命名されており，北海道でも全国に先駆けて特区が制定されるなど注目は高い。実は，

ワイン産業ではこの取り組みが古くから行われており，ワイン用ブドウの生産，ワインの

醸造，ワイン販売やワイナリー産ワインを提供するレストランやホテルを一か所に併設し

観光地としているところは，フランスやカリフォルニアなどの有名ワイン産地では多くあ

る。ワインのラベルに「ドメーヌ・××」と書いてあるものはこの方式だ 4。

　北海道内のワイナリーでも同様の取り組みは進んでおり，地元産のぶどうを利用したワ

イン醸造を行い，その過程を公開してワインにまつわるスト―リーを確立している生産地

も見られる。洞爺湖近くにぶどう畑と醸造所・販売店を持つ月浦ワイナリーは，2008 年

図表 5　北斗病院の検診部門の受付

4　　世界の全てのワイナリーがこのような生産方式を取っているわけではなく，他地域から安価なぶどう
果汁を輸入し，ワインに醸造する方法もある。
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の洞爺湖サミットの際に各国首脳の晩さん会にワインが採用されており，観光客はそのス

トーリーを知ったうえで見学・試飲を楽しんでいる。また，ぶどう畑は洞爺湖に面してお

り風光明美なだけでなく，2011 年には大泉洋主演の映画「しあわせのパン」の舞台ともなっ

ており，映画と同じ風景を楽しむことができる（図表 6）。

　近隣のワイナリーや行政が連携して，ワインツーリズムを実施する動きもある。他の飲

食料品と比較して，ワイン愛好家はワインの味の魅力だけでなく，そのワインの生産地を

訪ねてブドウ品種や土壌を含む生産地の魅力までも味わいたいと考える場合が多い。余市

町役場では，そのような愛好家を見込んでぶどうの生産畑を明示したワイナリーマップを

作成し，域外需要を取り込もうとの工夫をしている。現在ではまだ札幌近郊からの日帰り

客が多く，宿泊して多額の消費活動が実施されるまでにはなっていないが，宿泊施設の整

備が実現する可能性もあるとのことである。

４．地域経済の活性化を目指して

　地域経済の活性化に関しては，北海道の自治体でもさまざまな取り組みがなされている。

今後さらに進行する人口減少を考えると，いかに付加価値の高い産業の競争力を高め，道

外から人を呼び込んでこられるかという視点が必要になる。北海道の強みは農林水産業に

あることには道内外を問わない同意があるが，２．で明らかにされたように実は北海道経

済全体をけん引していくだけの産業とはなっていないのが現状である。一次産業として移

図表 6　月浦ワイナリーぶどう畑からの洞爺湖
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出されているだけでは，二次産業や三次産業の移入超過分をまかなうには不足する。

　その点，３．で示した医療，観光関連業を含むサービス業は生産額にしめる中間投入の

割合が低く，相対的に付加価値率が高い傾向にある。道内での新規雇用も生みだしており，

全国平均より高い北海道の失業率の改善にも貢献している。また「そこに行かないと食べ

られない・体験できない」ものが多く，工場で画一的に生産される製造業のように，他地

域で生産の代替がしにくい。

　交通費という輸送コストをかけても道内のサービスを味わいたいという道外客の需要を

喚起するには，いくつかの改善が必要である。現在でも北海道という名称はブランド力を

持つものの，現状のサービスの提供には改善の余地がある。航空輸送網の充実に比べて札

幌圏の宿泊施設が過小であること，新千歳空港以外での空港で通関業務が毎日実施されて

いないことなどのボトルネックは多い。顧客へより洗練されたサービスを提供し，道外か

ら消費単価の高い観光客を呼び込むことは今後の北海道経済に不可欠と言える。加えてす

でにメジャーなものを売り出すだけでなく，芽のあるモノやヒトを発掘する仕組みが必要

だ。目利きを養成し，それがイノベーションにつながり，持続的な北海道経済の発展につ

ながる。

　今後，北海道経済が縮小均衡に陥ることなく，国からの財政移転に依存した経済構造か

ら脱却するためには，このようなサービスを中心とした移出型産業の振興が重要となるで

あろう。輸送コストのハンディキャップを乗り越えた取り組みが待たれる。
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